
} 減損損失額のうち損益計算書に計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳及び回収可
能サービス価額の算出方法の概要

（単位：円）

資 産 名 称 種 類 減損損失額 回収可能サービス価額の
算出方法

大阪国際センター 建物 2¶777¶027¶063 回収可能サービス価額は正味売
却価額により測定しており、正
味売却価額は第三者による評価
額から処分費用見込額を控除し
て算出しております。

構築物 18¶212¶404

土地 519¶548¶000

ハイツサンライズ607号室他、
計28戸

建物 31¶552¶922

土地 22¶666¶472

] 減損の兆候が認められた固定資産
{ 減損の兆候が認められるという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要
以下の資産について減損の兆候があります。

（単位：円）

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 帳 簿 価 額

広尾センター 業務施設 東京都渋谷区 建物 1¶115¶310¶187

構築物 1¶622¶390

土地 1¶652¶251¶000

町屋ハイム303号室他、
計72戸

職員住宅 愛知県名古屋市他 建物 448¶559¶563

土地 457¶062¶143

金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 57¶339¶270¶090 57¶339¶270¶090 0

] 有価証券 76¶000¶000¶000 76¶000¶000¶000 0

^ 未払金 (21¶830¶720¶333) (21¶830¶720¶333) 0

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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| 減損の認識に至った経緯
大阪国際センターについては、平成24年度から始まる「第三期中期計画」において、平成24

年度中に国庫納付することが計画されていることから、平成23年度末をもって使用しておりま
せん。
そのため、当事業年度において帳簿価額を回収可能サービス価額まで減額し、当該減少額を
特定資産に該当する資産については、資本剰余金の控除項目として損益外減損損失累計額に、
非特定資産に該当する資産については、減損損失（臨時損失）として損益計算書に計上してお
ります。
職員住宅のうち34戸については、同中期計画において、平成24年度中に処分することが計画
されています。この34戸中、当事業年度末において引き続き職員住宅の用に供している６戸を
除く28戸について減損を認識し、回収可能サービス価額が当事業年度末の帳簿価額を上回る13

戸を除く15戸について、当事業年度において帳簿価額を回収可能サービス価額まで減額し、当
該減少額を資本剰余金の控除項目として損益外減損損失累計額に計上しております。

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金
現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

] 有価証券（譲渡性預金）
譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

^ 未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

| 減損の兆候が認められるという決定を行った経緯及び理由
広尾センターについては、平成24年度から始まる「第三期中期計画」において、平成25年度
中の国庫納付が計画されていることから、減損の兆候が認められますが、当事業年度末時点に
おいて、その処分時期が確定しておらず、引き続き事業の用に供していることから、減損の認
識は行っておりません。

町屋ハイム303号室他、計72戸の職員住宅については、同中期計画において、処分が計画さ
れていることから、減損の兆候が認められますが、当事業年度末時点において、その処分時期
が確定しておらず、引き続き職員住宅の用に供していることから、減損の認識は行っておりま
せん。

４ 無償資金協力にかかる贈与資金について
無償資金協力は、日本国政府から贈与資金の交付を受けて、当機構が被援助国政府等との贈与契
約に基づき実施しております。平成23年度末の贈与契約に係る贈与未実行残高は155¶131¶464¶507円
であります。
キャッシュ・フロー計算書関係
キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金、普通預金、当座預金であります。
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
（平成24年３月31日現在）
現金及び預金 57¶339¶270¶090円
定期預金 �5¶323¶000¶000円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金の期末残高 52¶016¶270¶090円
] 重要な非資金取引の内容
ファイナンス・リースによる資産の取得
工具器具備品 18¶185¶764円

行政サービス実施コスト計算書関係
公務員からの出向職員に係る機会費用の対象者数
引当外退職給付増加見積額のうち49¶202¶241円は、出向職員（延べ35人）に係る退職給付引当金の

当年度増加額を内規に基づき計上しております。
金融商品の状況に関する事項
一般勘定は、資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定し、資金調達については主務大
臣により認可された運営費交付金を主としており、財政融資資金及び金融機関からの借入及び財投機
関債の発行は行っておりません。
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